
一般財団法人 日本冷媒・環境保全機構

RaMSでDXの推進・・・経営数値管理と法遵守

統合報告書・CSRレポートへ反映
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規制による冷媒の変遷とHFCの競合問題による冷媒の枯渇

・CFC段階的生産削減中、機器メーカはHCFCを使用、補充冷媒との競合なし
・HCFC段階的生産削減中、機器メーカはHFCを使用、補充冷媒との競合なし
・HFC段階的生産削減中、機器メーカはHFCを使用、補充冷媒との取合いが起こる
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240万台（一般社団法人 全国清涼飲料連合会より） 2〜3,000万台と推定

１．自販機台数より類推するに、業務用空調機の数は10倍以上

２．事業所系建物数、約6百万棟には平均4台とすると

３．日本の冷凍空調機のストック台数は2〜3,000万台と類推

冷凍空調機の市中ストック台数

「冷凍空調機器の市中ストックが日本の社会インフラ」、この現実を忘れてはならない！
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フロン類の管理とリユースによる持続的社会
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1994年に全廃となったハロン（消化剤）は、現在「ハロンバンク」としてハロンを回収と再利用され厳格に運用されている

冷凍空調機器のフロンは無害・無臭・安価

冷媒漏えい：常識！

整備時は躊躇せずに充塡！

今までは・・・

これからは・・・

定期点検による使用時の冷媒漏えい対策

廃棄時の確実なフロン回収と回収量の把握

企業として所有機器とフロン類総量の管理と把握

漏えいを減らす（REDUCE）
再生冷媒を使う（REUSE）
回収冷媒を再生する（RECYCLE）

冷媒の充塡・回収を経営数値に入れていない！

社内規定修正：破壊→再生
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A：算定漏えい量、定期・簡易点検状況など適切に記載：16社
B：法遵守の記載内容に一部不足がある：37社
C：フロン排出抑制法遵守のみ記載：34社
E：フロンの記載はあるが特定フロンであったり、 「フロン排出抑制法」を正確に理解されていないと思われます：
24社
F：「フロン排出抑制法」記載全くなし、あるいは法の理解度なし：592社

東証一部上場1350社の環境関連レポート調査（2021年度）

• 経営者がフロン対策をトップダウンで陣頭指揮

• 社内にフロン対策の重要度が浸透

• 従業員一人ひとりに浸透→家族に浸透

• 関連会社や取引先に浸透

• 国民全体へ浸透

フロンは限りある資源です

1350社の統合報告書などを調査「フロン
排出抑制法」に付いて何らかの記載があ
る企業数（A、B、C）87社は1350社の6.4%。
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フロン排出抑制法遵守とフロン類の経営数値化
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業務用機器の寿命・・・HFC冷媒は機器の寿命まで不可欠（20〜30年)

新規冷媒専用機器への買い換え・・・経費増

HFC機を寿命まで大切に使う・・・経費削減

・会社保有の全冷媒量・種の把握
・購入（補充）冷媒量・種の把握
・機器廃棄時の回収冷媒量・種の把握
・定期点検・簡易点検実施の把握
・フロン排出抑制法の遵守

・フロン関係の経営数値を統合報告書、
ESGレポート等で報告

経営者の責務として経営数値に反映
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フロン排出抑制法の遵守と経営数値把握・・・Excel管理
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フロン類の経営数値化：全社冷媒量、購入（補充）冷媒量の新たな計算フォームを作成し、全社に指示通達

冷凍空調機器は台数が多く、数値管理は人的負荷大
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施設管理部門の負荷・・・業者フォームを読込Excel入力

複数業者が点検整備

独自フォーマットの書類を受領

書類をエクセルへ転記・再入力

該当施設別の管理データ作成

台数が多く、複数業者のフォー
ムに合わせてのエクセル入力作
業の負荷は急増
従来のエクセル管理手法へ限界
を感じた

業者フォーマットが独自なので
法律の必要項目の有無確認要

管理施設が増え、EXCEL操作でも
作業量が増大

複数メーカの機器所有のため、
業者は複数
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本社管理部門の負荷・・・Excelは現場で変異
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AAA

BBB

CCC

本部指定の標準ファイルが
時間が経つと現場で変異 現場独自フォーマット

ファイル統合集計

本社管理部門のコストアップ要因

１．指定ファイルがいつの間にか、現場で仕様が変わってしまう
２．現場毎にファイルフォーマットが異なる
３．現場からのファイルの吸い上げに時間がかかる
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Excel管理の一般的課題

PCのネットワーク共有

Excelが修復できない

VBA言語での作成者が異動・退職

１．社内作成の非公認プログラムなのでドキュメントがない
２．Excelアプリの属人化
３．Excelバージョン間でVBAの非互換

データ量の増加とネットワーク利用での課題

社内ファイル共有での問題とは！

Excelは「個人ユース」が基本なので、「ファイル共有」には無理がある

１．同時編集ができない、リアルタイムでの集計・分析ができない
２．エクセルのバケツリレー（メイルでの転送）
３．履歴管理ができない
４．誤って上書き、誤削除
５．同一書類の異バージョンが複数できる→どれが最新のものか分からなくなる
６．データ量の肥大化による動作の鈍重、ファイルの破損
７．社内サーバ上にあるため、テレワークには不向き
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人に依存しない

属人業務からの解放へ

Excelからクラウドへ

携帯アプリの感覚で

何時でも、何処でも、誰ででも！

RaMSでDXの推進・・・経営数値管理と法遵守
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法要求書面の保存・作成・縦覧・交付・承諾

経営数値管理

クラウドによるデータ解析

経済産業省・国土交通省・環境省令第3号に準拠した、
電磁的に保存・作成・縦覧・交付・承諾が可能なシステム

・行程管理票
・破壊・再生証明書
・ログブック（点検整備記録簿）
など

15種類のデータ（解析・算出など）ダウンロード

・算定漏洩量計算（pdf、csv）
・温対法計算（xlsx）
・国の支援ツール対応（csv）
・RaMS-ex（xlsx）
など

DXの推進・・・経営数値管理と法遵守

冷媒の保有量・購入量（漏えい量）の管理
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整備補充した冷媒の種類と量 故障箇所の見える化と対応ログブック

RaMSからExcel形式でダウンロード

算定漏えい量報告書（様式対応）

温対法 HFC 漏えい量報告

フロン類充塡回収報告書（様式対応）

フロン類の経営数値：ダウンロード

点検整備管理解析データ
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RaMS

経済産業省・国土交通省・環境省令第三号に準拠した、電磁的に保存・作成・縦覧・交付・承諾が可能なシステム

・ログブック（点検整備記録簿）
・充塡証明書・回収証明書不要の登録制度（情報処理センター機能）
・定期点検と簡易点検の記録と履歴
・算定漏えい量の計算と報告様式での出力
・国の算定漏えい量支援ツールへのインポート出力
・行程管理制度に基づく書面（行程管理票の起票から保存）（改正法対応）
・再生証明書と破壊証明書の自動回付と保存
・建物解体時の事前確認結果説明書の保存（改正法対応）
・フロン残存“０”証明書（改正法対応）
・廃棄機器の引渡時のフロン回収済証明書（改正法対応）
・RaMS-exによる冷凍空調機器情報の棚卸及び管理データ解析
・温対法によるHFCの排出量計算出力
・点検整備記録簿は譲渡や組織変更に過去の履歴引継

充塡回収業者

解体工事元請業者

取次業者

破壊業者 再生業者

機器引取業者

データ解析・活用
によるDX推進
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管理者・・・クラウドで総括管理
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RaMS 導入：法遵守＆コスト改善・・・安全にクリエイティブな業務へ 15

事業所（管理）

本社（総括管理）

本社（経営戦略）

１．都道府県立入検査への対応（法的に必要書面の瞬時開示）
２．ISO14001のサーベイランスでの管理状況の開示
３．法遵守状況の管理
４．購入機器・廃棄機器の管理
５．冷媒漏えい対策（冷媒漏えい量管理と故障箇所解析による管理と対策）
６．年間購入冷媒の量と金額の管理

１．算定漏えい量計算（瞬時）
２．算定漏えい量報告様式による最終報告資料の作成（PDFダウンロード）
３．各事業所の算定漏えい量管理
４．温対法による冷凍空調機器算出（瞬時）
５．事業所の法遵守状況管理（定期点検・簡易点検）：事業所立入パトロール削減

１．統合報告書・CSRレポートなどへのフロン排出抑制法遵守状況の反映
２．全社の機器のメーカ別購入実績と購買計画
３．逼迫する冷媒の購入実績と購買計画
４．全社での機器入替長期戦略策定

RaMS-exによるエクセル出力活用とデータ解析
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16
RaMS導入コストと効果
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例１ 300台の冷凍空調機所有（30店舗規模のスーパーマーケット）

初年度：18万円、次年度以降：3万円／年

例2 800台の冷凍空調機所有（中規模製造業、ビル所有事業者）

初年度：48万円、次年度以降：8万円／年

例3    2,000台の冷凍空調機所有（大規模製造業、ビル所有事業者）

初年度：108万円、次年度以降：20万円／年

＊上記費用：ログブックシールで算出（税別）
＊修理整備時、機器廃棄時、点検時のログブック記入、行程管理票起票の費用を含まず（100円／件数）
＊ログブック費用（シール：＠600円、番号のみ：＠500円）
＊一括購入1,000台以上で台数による割引有

費用

効果

書類の保存不要・・・全てRaMSが管理保存

定期点検・簡易点検の管理・・・RaMSが点検時期通知

ログブックへの記載は契約業者（充塡回収業者）

機器廃棄時の行程管理制度の確実な管理（記載は業者）

算定漏洩量計算不要・・・RaMSが自動計算、国への報告フォーム出力

都道府県立入検査（法違反判定→警察通報）・・・書面検査は全てRaMSで対応

ISO14001対応・・・書面検査は全てRaMSで対応（法で必要な書面は全て）

令和3年10月22日閣議決定：政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減等のため実行すれき措置について定める計画
項目：フロン類の排出の抑制・・・（略）点検記録等の保存にあたっては、冷媒管理システム（RaMS）を活用するなど、電子化に取り組むよう務める。

経営数値（フロン類）管理と解析


